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貸 借 対 照 表
（平成２１年３月３１日現在）

（単位：百万円）

　（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

10,863
３,１９５
３,４９５
１,２００
１,３８２
２５０
４６
７９９
３６８
８７
３５
３

6,265
２,１２０
３,８２９
３１６

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他
　
　　

20,396
５,７４９
１,６６０
６,１７６
８００
１,８３７
２,０３５
１,８９３
１６
１７０
８７

� ３０

19,078
7,272
２,８５３
１３１
１,１１２
１９
３１３
２,６８８

６
１４８
15
１０
５

11,790
２,２１９
６,４５９
１００
７２０
６５０
４

１,１６７
４４
５０７
� ８３

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 社 債
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,129負 債 合 計

21,789
4,053
2,199
２,１９９
15,557
８１２

１４,７４５
１７２

１１,５００
３,０７２
�  21

556
５５６

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
　

22,346純 資 産 合 計

39,475負 債 ・ 純 資 産 合 計39,475　 資 産 合 計　
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損　 益　 計　 算　 書
自　平成２０年４月１日（至　平成２１年３月３１日）

（単位：百万円）

　（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

27,545売 上 高

23,687売 上 原 価

3,858売 上 総 利 益

2,830販売費及び一般管理費

1,027営 業 利 益

営 業 外 収 益

２４６受 取 利 息 及 び 配 当 金

１５２固 定 資 産 賃 貸 料

487８８そ の 他

営 業 外 費 用

９２支 払 利 息

１社 債 利 息

158６４そ の 他

1,356経 常 利 益

特 別 利 益

0０固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

２７固定資産除却・売却損

４７投 資 有 価 証 券 評 価 損

２０ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

346２５０棚 卸 資 産 評 価 損

1,010税 引 前 当 期 純 利 益

３８９法人税，住民税及び事業税

３５０� ３８法 人 税 等 調 整 額

659当 期 純 利 益
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成２０年４月１日（至　平成２１年３月３１日）

（単位：百万円） 

　（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

利　　　　　益　　　　　剰　　　　　余　　　　　金資本剰余金

資　本　金 利益剰余金
合　　　計

そ　の　他　利　益　剰　余　金
利益準備金資本準備金 繰 越 利 益

剰　余　金別途積立金固 定 資 産
圧縮積立金

１５,１８７４,１９８１０,０００１７６８１２２,１９９４,０５３平成２０年３月３１日残高

事業年度中の変動額

� ２８８� ２８８剰 余 金 の 配 当

―� １,５００１,５００別途積立金の積立

―４� ４
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

６５９６５９当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

３７０� １,１２５１,５００� ４―――事業年度中の変動額合計

１５,５５７３,０７２１１,５００１７２８１２２,１９９４,０５３平成２１年３月３１日残高

純資産合計

評価・換算
差　額　等株　主　資　本

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

株 主 資 本
合 計

自 己 株 式

２２,３５４９３３２１,４２０� １９平成２０年３月３１日残高

事業年度中の変動額

� ２８８� ２８８剰 余 金 の 配 当

――別途積立金の積立

――
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

６５９６５９当 期 純 利 益

� １� １� １自 己 株 式 の 取 得

� ３７７� ３７７
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

� ８� ３７７３６８� １事業年度中の変動額合計

２２,３４６５５６２１,７８９� ２１平成２１年３月３１日残高
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に関する注記
　　１ ．資産の評価基準及び評価方法
（１）　有価証券

満期保有目的の債券
子会社株式及び関連会社株式
その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの
（２）　棚卸資産

製品・仕掛品

商品・原材料・貯蔵品

２．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産（リース資産を除

く）
建物（建物附属設備を除く）
その他

（２）　無形固定資産（リース資産を除
く）

償却原価法（定額法）
移動平均法による原価法

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し，
売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）
移動平均法による原価法

個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定しております。）
移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定しております。）

定額法
定率法
なお，主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
　建物　　　　　　３～５０年
機械及び装置　　４～７年
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについては，
社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。
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（３）　リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

（４）　少額減価償却資産

（５）　長期前払費用
３．引当金の計上基準
（１）　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込
額を計上しております。

（２）　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務に基づき
計上しております。
　過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（３年）による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）　ヘッジ会計の方法
○１ 　ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用しております。

　　　○２ 　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
ヘッジ対象

　　　○３ 　ヘッジ方針
　　　　　金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っております。

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零と
する定額法を採用しております。
なお，リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引のうち，リース取引開始日が企業会計
基準第１３号「リース取引に関する会計基準」
の適用初年度開始前のリース取引については，
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につ
いては，事業年度毎に一括して３年間で均等
償却する方法によっております。
均等償却

金利スワップ取引
固定金利又は変動金利の長期借入金等の金利
変動リスク
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　　　○４ 　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ております。

（２）　消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
１．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用
当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成１８年７月５日）を適用し，評価基準については，取得原価をもって貸借対照表
価額とする原価法から，収益性の低下に基づく簿価切下げの方法による原価法に
変更しております。
なお，この変更に伴い，営業利益及び経常利益は，それぞれ１１５百万円減少し，
税引前当期純利益は３６５百万円減少しております。
２．リース取引に関する会計基準の適用
当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号　平成
５年６月１７日　最終改正平成１９年３月３０日）及び「リース取引に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号　平成６年１月１８日　最終改正平成
１９年３月３０日）を適用し，所有権移転外ファイナンス・リース取引については，
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から，通常の売買取引に係る方法
に準じた会計処理に変更しております。また，所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産の減価償却の方法は，リース期間を耐用年数とし，残存
価額を零とする定額法を採用しております。
なお，リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き
採用しております。
なお，これに伴う損益に与える影響はありません。

（追加情報）
　１．有形固定資産の耐用年数の変更

当事業年度より法人税法の改正に伴い，機械及び装置の耐用年数の見直しを行
い，一部の資産について耐用年数を変更しております。
なお，この変更に伴い，営業利益，経常利益及び税引前当期純利益は，それぞ
れ１０２百万円減少しております。
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２．役員退職慰労金制度の廃止
役員退職慰労引当金については，従来，役員の退職慰労金の支給に充てるため，
内規に基づく期末要支給額の１００％を計上しておりましたが，平成２０年６月２７日
開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。
同制度廃止に伴い，在任期間に応じた役員退職慰労金の打ち切り支給を同株主
総会で決議し，役員退職慰労引当金残高を，固定負債の「その他」に計上してお
ります。

貸借対照表に関する注記
　１ ．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）　担保に供している資産

建物
土地
計

（２）　担保に係る債務
短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金
計

２．有形固定資産の減価償却累計額
３．保証債務
関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
長期金銭債権
短期金銭債務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高
仕入高
営業取引以外の取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数

２,６７６百万円
　　　　　　　４６０百万円

３,１３６百万円

５０百万円
７１０百万円

　　　　　　１,１６５百万円
１,９２６百万円
２１,５７３百万円

１３３百万円

３,８１７百万円
６５０百万円
１,９３１百万円

１４,４３１百万円
４,７９９百万円
１,１８１百万円

普通株式　　　　　　　９５,７９１株
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金
退職給付引当金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額（�）

繰延税金資産合計

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額金
その他
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか，事務機器等の一部については，所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。

関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

変圧器等の販売についての価格その他の取引条件は，当社と関連を有しない他の当事者と同様の
条件によっております。

１５０百万円
１,５４６百万円

　　　　　  ３６５百万円
２,０６３百万円

　　　　  �１８２百万円
１,８８０百万円

�１１７百万円
�３７７百万円

　　　　　  �４８百万円
 　    �５４３百万円
　　　　　　１,３３７百万円

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

２,０８２売掛金
１２,４５６

変圧器等の
販売

当社製品
の販売先

兼任１名
（被所有）
直接２４.２％

中部電力�
その他の
関係会社 ５９未収入金
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２．兄弟会社等
（単位：百万円）

（注）　　１ ．取引金額，科目残高ともに消費税等を含んでおりません。
　　　　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

資金の借入利率は，市場金利を勘案した利率により決定されております。

３．子会社等
（単位：百万円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　取引の条件は，市場価格を勘案し一般的取引と同様に決定しております。
　　　　　資金の貸付利率は，市場金利を勘案した利率により決定しております。

１株当たり情報に関する注記
　１ ．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６４円０３銭
　２ ．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３円６９銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

２７６
1年内返済
予定の長期
借入金―資金の借入資金の借入な　しな　し

中電ビジネス
サポート�

その他の
関係会社
の子会社

１,１２０長期借入金

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関係内容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

５６０長期貸付金―資金の貸付
当社原材料
等の仕入及び
資金の貸付

兼任１名 ９８.６％
�愛工機
器製作所

連結子会社

３６３支払手形
１,４４０

ハーメティ
ックモータ
等の仕入

当社商品の
仕入

兼任３名１００.０％
アイチエ
レック� ５６８買掛金

８５２受取手形
１,８４１

変圧器等の
販売当社製品の

販売及び
物流業務
委託等

兼任１名１００.０％愛電商事�

７５３売掛金

２５９支払手形

１,８０５
物流業務
委託等

８１買掛金

６３未払費用


